
はじめに

都市交通の重要な基幹を担う可能性としての自転車利用に対しての関心は，

ますます高まりつつある。平成２０年１月から，国土交通省と警察庁が自転車

通行整備モデル地区を全国９８地区に指定し，今後の自転車通行環境整備事業

の模範となる事業を実施してきた。東京など大都市では，都市交通における自

転車の分担率はかねてより高かった。平成１２年の世論調査の段階でも，大阪

で２５％，東京２３区で１４％を記録している。同年度にヨーロッパで実施され

た調査では，デンマークのコペンハーゲンが３０．１％で１位となり，２位のオ

ランダのロッテルダムが２０．５％であり，ヨーロッパのいわゆる自転車都市と

比較しても，決して劣らない数字を記録している１）。それにも関わらず，こう

したヨーロッパの都市に比べて，自転車が都市交通の基幹を担っているという

印象をなぜか持ちにくいのが我が国の現状である。自転車通行区間のインフラ

の不備，自転車の効用に対しての認識の低さ，スポーツとしての自転車文化の

不成熟など，さまざまな要因が推測される。
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１） Urban Transport Benchmarking Initiative Year Two Annex A1 Common Indicator Report

(http://www.central2013.eu/fileadmin/user_upload/Downloads/Document_Centre/OP_Resources/
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しかし，近年，我が国においても自転車ブームが到来していると言われてい

る。健康，環境，経済性，様々な観点から自転車の効用が再認識されての結果

であると思われる。２０１１年３月１１日に起きた東日本大震災後，東京周辺の都

市交通機関は長時間にわたって麻痺し，多くの帰宅困難者を生み出した。その

際に自転車通勤している人々は，通常と変わらず帰宅することができた。震災

当日，首都圏の自転車店の自転車が全て売れてしまったとの報告もある。災害

時に信頼性のある交通手段であるとの評価も，このブームを後押しした。

隆盛傾向にある我が国の自転車利用であるが，ヨーロッパの自転車先進国と

比較して，利用環境に関してどのような違いがあるのであろうか。先進国の代

表格であるオランダと日常生活における利用からスポーツ利用に渡る比較を試

み，我が国の自転車環境の特徴，課題を明確にすることが本論文の目的である。

１． 日常的自転車利用環境に関しての日本とオランドとの比較

１－１． 調査

オランダのアムステルフェーン（アムステルダムに隣接する都市）において，

自転車通勤者に対して，２０１２年９月から１０月にかけて，アムステルフェーン

市役所のバイシクル・ポリシーの責任者である Wilko Wieffering 氏の協力によ

り，インターネットを使って調査した。調査対象者は市役所の自転車通勤者を

中心に，その交友関係のネットワークより回答者を募った２）。

一方，日本における調査は，２０１３年９月から１１月にかけて，NPO 法人，

自転車活用推進研究会のホームページから回答者を募り，４３７名の回答からの

結果である３）。自転車活用推進研究会は，２０００年９月に，学識経験者，マスコ

ミ関係者，自転車愛好家，NPO 主宰者，自転車業界関係者等の多彩なメンバ

ーが集まり，財団法人社会経済生産性本部（現・公益財団法人日本生産性本

部）が事務局となり発足した。こちらの調査の回答者の多くに，法人の会員が

含まれていると思われ，もともと自転車に対して趣味の領域でも活動的である

２） 調査結果詳細は，海老島均 (2013)，日常的身体活動とスポーツ振興のリンケージに関する

研究－オランダにおける自転車利用に着目して－，成城大学『経済研究』第２０２号，pp. 121-

146に掲載。

３） 調査結果詳細は，海老島 (2015)，日常的身体活動とスポーツ活動のリンケージに関する研

究－日本における自転車通勤という社会現象に着目して－，成城大学『経済研究』第２０９号，

pp. 1-24に掲載。
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人たちが含まれていると思われる。オランダの調査と比較してみて，調査対象

集団において，ある程度のバイアスが存在していることを勘案する必要がある。

１－２． 通勤実態の差異

両国の違いがもっとも表れているのが，この通勤時間の差である（図１，２）。

日本においては３０分を超える時間を通勤している人が全体の５７パーセントを

超えている。約１５パーセントの人が１時間を超える時間を通勤している。そ

れに対してオランダでは，約７０パーセントの人が３０分未満の通勤時間で，職

住が接近していることがわかる。また職住が接近しているため，体力にかかわ

らず，より多くの人にとって自転車通勤がアクセスしやすいものとなっている

（図１） オランダの自転車通勤者の所要時間

（図２） 日本の自転車通勤者の所要時間

１時間以上 ３０分から１時間 １５分から３０分 １５分未満

３４．９％３４．４％

１９．０％

６．９％
４．８％

１
時
間
以
上

３０
分
以
上
１
時
間
未
満

１５
分
以
上３
０分
未
満

１５
分
未
満

そ
の
他
（
無
回
答
）

４２．０％

３１．７％

１５．１％
１１．２％

日常的身体活動とスポーツのリンケージに関する研究

― ―１０１



とも考えられる。オランダ全土で，通勤距離が７．５キロ以内の人に聞いた調査

結果において，常に自転車を使う人が２９パーセントに達する。またオランダ

全体の小学生のうち，４９パーセントが自転車で通学しているというデータも

ある４）。いかに自転車が日常的な交通手段であるかと言うことがわかる。小学

生の半数近くが通学に自転車を利用していると言うことは，オランダの自転車

道がいかに安全で，自動車事故等の危険から守られているかと言うことの証し

であろう。

（図３） オランダの自転車通勤の理由

（図４） 日本の自転車通勤の理由

４） Ministerie van Verkeer en Waterstaat, Fiestsberaad, 2009
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また自転車通勤の理由に関しては，両国とも「健康のため」という答えが一

番多くなっている。自転車利用の健康に与える好影響に対して，広く認識され

ていることがうかがえる。他の選択肢が異なるため，単純な比較はできないが，

特徴的なのは，自転車通勤をトレーニングとしてとらえている層が，オランダ

の調査では１．６パーセントと少数派であるのに対して，日本の調査では，３５．５

パーセントと３番目に大きな回答群となっている。以上の結果より，オランダ

においては比較的短時間の通勤時間で，体力的にも負荷のかからない運動とな

っていることがわかる。それに対して日本では，比較的長い距離の通勤を，ト

レーニングの一環として取り組んでいる人がかなり割合で存在していることが

見て取れる。日本では自転車の独立した走行空間が極端に少ないため，多くの

場合車道を自動車と併走して走らないといけない。長い距離をカバーする場合

は，ロードレーサーやクロスバイク等のスポーツ車が使われることが多い。こ

れに対してオランダの場合は，大多数が実用車である。この利用車種のカテゴ

リーの違いも，トレーニングとして捉えることができるかどうかの判断の分か

れ目につながるであろう。

１－３． 趣味としての自転車

この問いに対する回答も日本とオランダでははっきりと分かれるものとなっ

た。オランダの自転車通勤者のほぼ４分の３にあたる７３パーセントが，趣味

として自転車利用はしていないと回答したのに対して，日本の回答者の９０パ

ーセントが趣味としても自転車に乗ると答えている。その活動内容の詳細に関

（図５） オランダの自転車通勤者の趣味としての自転車
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しての問いに対しては，「レースに頻繁に参加する」または「時々参加する」

と回答した人が全体の約４分の１にのぼった。さらに４１パーセントの人が，

レクリエーション的イベントに，「頻繁に参加する」，または「時々参加する」

と回答している。日本の場合，前述したように通勤でスポーツタイプの自転車

を用い，同じ自転車でレースやイベントに参加するという層が多く存在するこ

とが推測される。一方のオランダでは，通勤では実用車が多く用いられ，スポ

ーツ利用とは一線を画している状況が考えられる。調査対象選択のバイアスも，

（図６） 日本の自転車通勤者の趣味としての自転車

（図７） 趣味としての自転車の参加形態

無回答
０．２％

乗らない
９．６％

乗る
９０．１％

レースに頻繁
に参加
４．１％

レースに
時々参加
２０．５％

どれも該当
しない
３３．８％

楽しみ主体の
イベントに
頻繁に参加
５．２％

楽しみ主体の
イベントに
時々参加
３５．９％

社会イノベーション研究

― ―１０４



ここに表れていることが懸念されるが，日本の自転車通勤者の特徴的様相が表

れているともとれる。

２．（競技）スポーツとしての自転車

オランダと比較して，我が国の自転車通勤者が，トレーニング指向で，比較

的長い距離を通勤している事実が調査結果より明らかになった。職住が接近し

ていないという社会的背景も関係しているが，自転車通行環境のインフラが整

っていないため，長い距離をスポーツ車で自動車と併走して走らないといけな

いという条件は，期せずして通勤という日常的身体活動がスポーツ活動のため

のトレーニングとしての役割も担う可能性を引き出している。通勤で使われる

自転車を見てみると，オランダは圧倒的に非スポーツ的な実用車がほとんどで

ある。それに対して日本はクロスバイク，ロードレーサーといったスポーツ車

がかなりの割合を占めている。財団法人自転車産業振興協会の調査によると，

平成２２年のスポーツ車の売り上げは，平成１５年の約３．８倍にあたる伸びを示

している５）。他の車種が電動アシスト車を除いて売り上げはほぼ横ばいである

ことと比べると，いかに多くの人の関心がスポーツ車に向いているかがわかる。

日常生活での自転車利用から始め，スポーツの世界へ入ってくる人が多い

日本であるが，スポーツとしての自転車を支える構造は脆弱な点が多い。エリ

ート・レベルの自転車環境は，日本自転車競技連盟 (JCF) によって統括され，

これにつながる競技者レベルは，全日本実業団自転車競技連盟 (JBCF) によっ

て管理されている。この JBCF によって主催されるレースの中には，普及目的

として一般に開放されている大会もある。ここで一般の競技者との接点も生み

出されるが，一般的な市民レースでは，こうした中央の自転車競技統轄団体と

は関係のない地方自治体の商工会議所や青年会といった組織が中心となり，旅

行業者等の民間業者とともに組織委員会を形成し主催者となるケースが多い。

都道府県の自転車競技連盟，サイクリング協会がそこに関わることは多いが，

上記の JCF や JBCF の開催する大会との連続性はあまり生まれてこない。さ

らにこのような市民レースでも，警察の協力の下道路を閉鎖し行われる。準備

や運営に関わる多くの労力のため，参加費用も比較的高額（２０１６年度に開催

されたレースの参加費の多くが６，０００円から８，０００円前後）になる。

５）（財）自転車産業振興協会 (http://www.jbpi.or.jp/statistics/internal-summary/)
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一方オランダでは，エリート・レベルの競技者を管轄する KNWU（王立自

転車協会）が存在し，市民レベルの競技者を支える NTFU 等の民間組織が存

在する。この両者は緩やかに連携し，市民レベルの競技者からエリート・レベ

ルの競技者への道も連続していることを担保している。市民レースやその他レ

表１ NTFU が関与（大会運営・運営補助および広報のサポート）した大会一覧（２０１７年１月）
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クリエーション的イベントのほとんどは各クラブが中心となって運営し，

NTFU 等の組織は，大会の広報，事故が起きた際の保険対応などの側面的な支

援を行う。NTFU が関与した２０１７年１月のイベント数は３２にのぼる（表１）。

極寒の時期で雪も多い季節であるので，マウンテンバイクのレースやツアー

（レクリエーション的性格のイベント総称）が中心である。イベント数として

は夏場より比較的に少ないと思われるが，様々な距離に関するオプションや参

加者のレベルに応じたイベントが用意されているのがわかる。

さらにオランダでは伝統的なクラブの多くは，スポーツ公園内のクリテリウ

ム（周回コース）をベースに活動しており，メンバーは子どもの頃から適切な

コーチングを受けている。クラブをベースとしたグラスルーツ・レベルからエ

リート・レベルまでの連続性がそこには形成されている（写真１参照）。

グラスルーツ・レベルの競技者は自分のレベルにあったレースやイベントに，

比較的に安い費用（多くのレースイベントの参加費は１，０００円前後）で参加す

ることができる。オランダにおいてスポーツとしての環境は，長い歴史を持つ

地域クラブをベースに，初心者レベルからエリート・レベルまで，統括団体は

違うものの，緩やかな連続性が作り出されている。機会があれば，市民の誰も

（写真１ オランダのスポーツ公園内のクリテリウムにおけるクラブの練習風景，筆者撮影）
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がエリート・レベルに上り詰めることが構造的には可能である。また日常生活

に自転車を使う人を対象とした Fietsersbond（サイクリスト協会）があり，こ

の団体はレクリエーション的イベントも開催し，グラスルーツのサイクリスト

を支援している。それに対して，日本の競技環境は，エリート・レベルとグラ

スルーツ・レベルに大きなギャップがあり，競技人口は近年劇的にグラスルー

ツ・レベルでは増えていると思われるものの，それが直接エリート・レベルの

競技人口増加や競技力向上には影響を与えているとは思われない。日常的身体

活動（通勤）としての自転車からスポーツへの連続性は高まっているものの，

多くの市民サイクリストは，適切なコーチングを受けることなく，レクリエー

ション的イベントと本格的な競技会の中間的イベントにおいて，高い参加費と

いう代償にもかかわらず，限定的楽しみを獲得しているに過ぎない。いかなる

スポーツ種目にも同様の問題点が我が国においては見られるが，初心者からト

ップまでが，ステージは違うものの，自分の最大限のポテンシャルを発揮でき

る環境がつくられてこそ，真のスポーツ文化が根付いたといえるのではなかろ

うか？

３． 結びにかえて

３－１． 日常的身体活動としての自転車利用

日本とオランダの自転車環境に関して比較してみてきた。日常的身体活動

（通勤）に関しては，全く異なる状況が存在する。オランダは比較的短時間の

自転車通勤者が大多数を占めるのに対して，日本の場合は長距離をスポーツ走

行する層がかなりの割合で存在した。後者の場合，スポーツ走行に適した自転

車の所有，ウェア，体力，夏場は着替えの場を要するなどの様々な条件を必要

としてくる。このことから，年齢，性別など通勤に自転車を利用できる人は限

定されている状況がある。一方，オランダは優れたインフラにより子どもから

高齢者まで，歩く感覚とあまり変わらず，自転車を利用できる環境が存在する。

オランダの自転車環境を紹介した有名な動画に，“Eight to eighty, people of all

ages cycling in the Netherlands”６）がある。そこでは，小学生の子どもから高齢

者までが，専用の自転車道を疾走する姿が映し出されている。前述したように

６） youtube (https://www.youtube.com/watch?v=swqaAIkGtpA&t=146s) で９０，５１９回視聴されてい

る（平成２９年１月７日現在）
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オランダでは実に小学生の４９パーセントが自転車で通学している７）。自転車

の活用は，子どもたちの自立心を養うとの共通認識が存在していることがこの

背景にある８）。子どもたちは学校だけでなく，学校が終わった後，地域のスポ

ーツクラブにも自転車で通う。学校においても自転車利用のスキルを高める検

定試験を行うなど，子どもたちの安全に対するバックアップ体制も盤石である。

オランダが自転車道の本格的な整備に乗り出した１９７０年代，きっかけは自動

車の増加により子どもが犠牲になる交通事故が増加したことであった。期せず

して起こったオイルショック，そして環境問題への関心の高まりから，市街地

での自動車の抑制という方針へオランダは大きく舵取りした９）。この成果が現

在の姿である。日本でも１９７０年代に同様に自転車と車が関係する交通事故が

多発した。日本の警察庁がとった方針は，道路状況が危険であると思われる場

所では，自転車は歩道を通行して良いとし，自転車を車道から間接的に閉め出

すという車優先策を採り，オランダとは正反対の方向性に向かった。この例外

条件がいつの間にか一般化してしまい，自転車は歩道を通るのが当然であると

いうことが，通常的認識となってしまった。つまり自転車は車両であるという

性質から逸脱してしまった。これによって自転車の可能性が著しく減少し，自

転車の走行性を生かした自転車道の設置という計画は，我が国においては，一

部の地域を除いて著しく縮小した。歩道を自転車が通るということで，自転車

の安全性は確保されたかのように見えるが，実際はそうではない。歩道を歩行

者と混在して走る状況では，様々な障害物があるし，自転車の走る方向性もば

らばらで，特に小さな子ども，また高齢者にとっては決して安全であるとはい

えない。近年高齢者が運転する自動車による事故が多発し，運転免許を自主返

納することを促すアナウンスも多くなされる。しかし，現状では，自動車運転

をあきらめた高齢者の代替交通手段として，自転車が選択肢となるのは稀であ

ろう。以上のような理由から，自転車が持ちうる可能性が全く生かされていな

い状況が我が国には存在している。

平成１９年の警察庁の交通対策本部決定において，「自転車は，車道が原則。

歩道は例外」ということが再度確認された（疋田・小林：37）。これを境に，

７） Ministerie van Verkeer en Waterstaat, Fiestsberaad, 2009

８） Amstelveen Bicycle Policy Memorandum 2006-2015に記載されている。

９） 兵藤哲朗『道路空間再配分および自転車道ネットワーク構築の分析調査体系の構築』（平

成１４年～平成１５年科学研究費補助金（基盤 (C) (2)）

(http://www2.kaiyodai.ac.jp/¯hyodo/Kaken-bicycle.pdf)
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自転車を車道に戻そうという試み全国的に始まった。車道を自動車と併走する

場合，ある程度のスピード走行やスキルが安全性の上で求められる。皮肉にも，

自転車走行のインフラの不備により，日本の場合，通勤にスポーツバイクを使

用する人が多く，その結果，スポーツとしての自転車との親和性が生まれてい

る。オランダの場合は，日常生活で使用する自転車と，スポーツで使用する自

転車と使い分けるのが通常である。このことから，日常生活で多用していても，

スポーツとして自転車利用との連続性は生まれず，スポーツとしての自転車は

全く別物であるとの感覚が強いようである。

日本とオランダでの，日常的な自転車利用とスポーツとしての自転車利用者

の関係性の違いを図８と図９に示した。この異なったレベルでの自転車利用に

ついてみてみると，日本においては両レベルが少なからずオーバーラップして

（図８） 日本における日常的な自転車利用とスポーツとしての自転車利用の関係性

（図９） オランダの日常的自転車利用とスポーツ利用の関係性
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いる状況が存在する。それに対してオランダでは，この両レベルに関与する人々

の割合は，日本ほど多くないが，常にオーバーラップできる可能性を構造的に

有している。

３－２． スポーツ（競技）としての自転車利用

オランダの自転車の競技環境には，グラスルーツからエリート競技者への連

続性があり，グラスルーツの競技者を支える環境（地域クラブ），レクリエー

ション的実践者を支えたり，競技へ橋渡ししたりする民間組織（Fietsersbond

や NTFU など）が充実してる（図１０）。

これに対して日本の自転車環境は，潜在的に多くの競技指向者がいるものの，

グラスルーツとエリート・レベルには大きなギャップがあり，連続性は存在し

ていない（図１１）。グラスルーツの競技者を支える体制も脆弱であり，競技連

盟に登録されていない任意団体としての地域クラブ，自転車販売店が主催する

クラブ等がグラスルーツの競技指向者の受け皿となっているにすぎない。潜在

的な競技人口の増加が，エリート・レベルの競技者の増加や競技力向上に結び

つく可能性がきわめて少ないと思われる。

以上を総合して，我が国の自転車環境に関して，日常的利用からスポーツ利

用への連続性が生まれやすいという独特の利点はあるものの，インフラに関連

した安全性等の関連により，享受者が限定されてしまっている問題点がある。

また競技環境としての自転車は，競技力向上，本格的な競技普及にはまだまだ

多くの課題が存在していることが，オランダの自転車環境と比較して明確にな

（図１０） オランダの自転車競技環境
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った。より多くの人が安全に走行できる環境ができることにより，子どもから

お年寄りまで日常生活の移動手段として，またレクリエーション的活動として

自転車を楽しむ環境をつくっていくこと。そして，グラスルーツでの参加形態

からはじめてもトップ競技者へとつながる連続構造が生まれることにより，生

涯スポーツとして取り組むことができる魅力的なスポーツとしてより多くの人

の参加を促すこと，こうしたことを実現することにより，我が国にも真の自転

車文化が創出されることになるであろう。

（図１１） 日本の自転車競技環境

（付記）

本研究は，科学研究費助成事業基盤研究 (C)「日常的身体活動とスポーツ振興のリンケージ

に関する研究－自転車利用促進に着目して－研究課題番号：24500759：研究期間２０１２年４月

１日～２０１６年３月３１日」による研究成果の一部である。
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